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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

総括研究報告書 
 

補装具費支給制度等におけるフォローアップ体制の有効性検証のための研究 

 

研究代表者 高岡 徹 横浜市総合リハビリテーションセンター長 

 

研究要旨 

本研究は、補装具のフォローアップに関する有効性のある方策を構築することを目的として、

1年目は数か所の自治体・身体障害者更生相談所（以下、更生相談所）、回復期リハビリテー

ション病院等においてフォローアップ方策の有効性の調査及び試行を実施した。また、補装具

利用者やリハビリテーション専門職・非専門職等に対する啓発活動、支援も継続した。2年目

は、1年目に実施した方策の修正を実施し、①利用者自身が、補装具の適切な利用方法を理解

し、適切な利用を行うための取り組みと、②各関係機関が実施するフォローアップの取り組み

をまとめて提示した。 

補装具のフォローアップとは補装具自体の損耗、不具合だけをみるのではなく、支給された

補装具によって、利用者の生活スタイルの変化、活動性の向上が得られたかを確認していく働

きかけでもある。フォローアップのシステムは各地域の規模や資源の有無等により異なってく

ることはやむを得ないが、そうしたシステムを確立することの必要性と仕組みづくりを率先し

て行う実行性を更生相談所には期待したい。 

 

研究分担者 

樫本 修  宮城県リハビリテーション支援セン

ター・宮城県保健福祉部技術参事 

菊地 尚久 千葉県千葉リハビリテーションセン

ター・センター長 

中村  隆  国立障害者リハビリテーションセン

ター研究所・義肢装具士長 

芳賀 信彦 国立障害者リハビリテーションセン

ター・総長 

 

Ａ．研究目的 

 障害のある方にとって、義肢装具や車椅子、重度

障害者用意思伝達装置などの補装具は日々の生活を

送るうえで欠かせない用具である。障害者総合支援

法で支給されたこれらの補装具が適切に、かつ継続

的に使用されることは、利用者の利便性向上に直結

するため重要である。さらには、公費の効率的な運

用にもつながることも期待される。 

しかし、不適切な補装具や破損したものを使用し

続けている、修理や作製の相談をどこにしたらよい

のかわからない、支給された高機能な補装具の機能

を有効利用できていない、といった方たちがいる状

況が生じている。また、筋萎縮性側索硬化症などの

神経難病の利用者における上肢装具や重度障害者用

意思伝達装置、車椅子などは病状の変化により補装

具の調整や変更を適時行う必要があるが、実際には

誰がどのような方法で行うべきなのか不明確である。 

令和 2から 3年度に実施した「補装具費支給制度

等における適切なフォローアップ等のための研究

（20GC1012）」では、治療用装具や補装具の支給と

フォローアップに関して種々の取り組みが各地でな

されていることが明らかとなった。しかし、多くの

地域ではフォローアップが地域全体の仕組みとして

は確立しておらず、限られた機関や個人の努力で行

われている段階であった。 

本研究では、1年目においては先駆的な事例を参

考にフォローアップを行うための具体的な方策を作

成した。2年目には、これらの方策を利用した地域

レベルでの仕組みを構築することを目的として、数

か所の自治体・身体障害者更生相談所（以下、更生

相談所）、回復期リハビリテーション病院等におい

てフォローアップ方策の有効性の調査及び試行を実

施した。また、補装具利用者やリハビリテーション

専門職・非専門職等に対する啓発活動、支援、パン

フレットの作成を継続した。これらの結果を統括し、

補装具に関する教育から支給、フォローアップまで

にわたるモデルを提案する。 
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Ｂ．研究方法 

(1)自治体・更生相談所： 

①宮城県で行っている「往復はがき形式」の補装具

フォローアップ事業が全国の更生相談所でも実施可

能であるか等のアンケート調査を行った（樫本）。 

②横浜市の更生相談所が主催する地域リハビリテー

ション協議会の仕組みを利用して、「補装具」をテ

ーマとした検討会を実施し、市内全域の回復期リハ

ビリテーション病棟への下肢装具フォローアップの

ためのチラシの配布と、説明会を開催した。ツール

活用を促すため、市内関連機関への周知活動も併せ

て実施した（高岡）。 

③北九州、熊本、福岡、高知、鹿児島において支援

者研修を 5回実施した（高岡）。 

 

(2)医療機関・広域支援センター（菊地）： 

千葉県地域リハビリテーション広域支援センター

に依頼し、回復期リハビリテーション病院に入院し

て在宅生活へ移行した脳卒中片麻痺患者のうち、調

査時に訪問リハビリテーションを施行している 38

名を対象に、下肢装具の再作製の経験等について調

査した。 

 

(3)利用者啓発・支援： 

①障害当事者による有効利用の促進を目的に義手ミ

ーティングを実施した。また、義足で歩くことを再

確認するとともにユーザー交流の場として、「義足

ウォーキング練習会」を開催した（中村）。 

②補装具利用者支援のために、1年目の研究成果に基

づき、利用者および支援者が補装具の不具合や不適

合を早期に認知するためのパンフレットの内容の草

案を作成し、関係する本研究課題の研究代表者、研

究分担者、研究協力者との間で検討し、パンフレッ

トを作成した（芳賀）。 

 

(4)補装具製作事業者 

一般社団法人日本車椅子シーティング協会協会員

120 事業者、および一般社団法人日本義肢協会正会

員 252事業者を対象として、Web アンケートを実施

した。フォローアップの実施の有無や訪問をした場

合に想定される費用などを質問した（高岡、芳賀）。  

 

(5) スコーピングレビューによる動向調査 

データベース（医中誌と CiNii Research）を用い

て、1990年１月から 2022年 12月 14日の検索対象

期間で、検索式(“義肢” “義足” “義手” ”装

具” “車いす” “車椅子”) AND (“装具外来””

フォローアップ””修理””再作製””メンテナン

ス””保守管理“）に従って文献検索を実施した。

含有基準は対象が生活期のフォローアップであるこ

と、および課題提示、介入、取り組みの記載いずれ

かがあることとした。抽出したデータは研究著者、

発行年、対象補装具、出版形式、機関分類、著者職

種、出版分類、研究デザイン、取り組み内容とした

（高岡）。 

 

(6) スマートフォン向けアプリケーションを活用し

た補装具管理および通知機能の使用感に関する調

査 

ミライロ ID(株式会社ミライロ、東京)に補装具管

理および通知機能が追加されたテストバージョン（国

立研究開発法人情報通信研究機構（NICT)の情報バリ

アフリー通信・放送役務提供・開発推進助成金によ

りミライロが開発中の補装具管理および管理プッシ

ュ型情報提供システム）のスマートフォンアプリケ

ーションを使用して、アンケート調査を実施した。

対象は登録時年齢が 18歳以上で、過去に補装具を作

製した横浜市総合リハビリテーションセンター利用

者とした。調査形式は対面による質問紙調査とし、

アプリケーションの有用性や懸案事項などの聴取を

行った（高岡）。 

 

(7)シンポジウムの開催 

令和6年2月17日土曜日にシンポジウムを開催し、

調査研究内容の報告を行った（全員）。 

 

（倫理面への配慮） 

各調査の結果の公表に際しては、回答結果を集計

して公表することにより個人が特定できないための
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配慮を行った。回答には患者や障害者の個人情報は

含まれない。その他の情報の取り扱いは、各調査対

象施設の情報の取り扱い規定に準じ、必要であれば

各施設の倫理審査委員会の承認を得ることとした。 

  

Ｃ．研究結果 

(1)自治体・更生相談所： 

①宮城県での往復はがきでのフォローアップに関す

る更生相談所への調査では、「実現可能」との回答

は予想に反して 4カ所(7％)に過ぎなかった。宮城県

で行っている往復はがき形式のフォローアップ事業

をモデルとして全国に普及させることは困難と思わ

れる結果となった。実施困難な理由としては、「人

的な余裕がない」というものが最多であったが、「判

定機関である更生相談所がフォローアップをする法

的根拠がない」という意見もあった。 

 

②横浜市の地域リハビリテーション協議会の仕組み

を利用して、市内の回復期リハビリテーション病棟

に対して作成したツールの配布（別添資料）と、説

明会の開催、市内関連機関への周知活動を実施した。

各医療機関独自の取り組みをしている場合もあり、

本ツールが必ずしも利用されているわけではなかっ

たが、今までフォローアップへの取り組みがなされ

ていない機関で利用されるなどの変化があった。地

域リハビリテーション協議会の仕組みの利用は有用

であった。 

 

(2)医療機関・広域支援センター： 

38 名中調査時に下肢装具を使用していたのは 11

名で、退院後に装具修理を行った経験があるのは 1

名（9.1％）であった。退院後に治療用装具を再作製

した経験があるのは 4名（36.4％）であった。退院

後に更生用装具を作製した経験があるのは 1名

（9.1％）であった。 

 

(3)利用者啓発・支援： 

①2023年 11月 18日に第 5回の義手ミーティングを

実施した。過去のミーティング参加者の傾向を分析

したところ、回を重ねるごとに、医療職者の参加者

が増え、医療職者の義手に対する情報ニーズの高さ

が示された。５回の開催のうち直近の３回の参加登

録者は 160名前後を維持していた。また、義足ウォ

ーキング練習会 2023年 11月より７回開催した。参

加者は 20代～70代と広範囲で、毎回 5～6名の義足

ユーザーが参加した。 

②「患者参加型医療」の考え方を取り入れ、ある程

度統一性をもった内容を含めたパンフレットが完成

し、各種研修会等で配布した（別添資料）。利用者

参加の意義を示す、破損や不適合が及ぼす影響を示

す、特定の義肢装具に限らない、実例の写真を示す、

チェックポイントを簡潔にまとめる、破損や不適合

を生じた際の対応を示すといった観点で制作するこ

とができた。 

 

(4)補装具製作事業者 

回答率は全体で 55.1％(回答数 182)であった。内

訳は車椅子シーティング協会 59.2％(回答数 71)、日

本義肢協会 53.2% (回答数 134)であった。全体では

約半数の事業者が能動的なフォローアップ活動を行

っていたが、利用者が問合せ等をしやすい工夫をし

ているという事業者もあった。フォローアップの必

要性についてはほとんどの事業者が認識していたが、

人的・時間的余裕がないという訴えが 80％近くあっ

た。また、仮に訪問による作業を実施する場合に必

要とする経費について聞いたところ 0円から 5,000

円が 8割を占めていた。 

 

(5)スコーピングレビューによる動向調査 

4970件の論文が抽出され、86件を採用した。出版

年は、2012年以降が 78件であった。近年における

補装具フォローアップの文献数の上昇から関心の高

まりが確認された。 

 

(6)スマートフォン向けアプリケーションを活用した

補装具管理および通知機能の使用感に関する調査 

20名から回答を得た。登録のしやすさ等に課題は

あるものの、アプリケーションそのものの必要性や

通知機能等に対して概ね良好な反応を得た。 
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(7)シンポジウムの開催 

第 4回の補装具の効果的なフォローアップに関す

るシンポジウムを開催した。開催形式はハイブリッ

ドで行い、合わせて 162名の参加者を得た。開催後

のアンケート調査では、シンポジウムの内容につい

て「大変参考になった」と「参考になった」が合わ

せて 100％、補装具のフォローアップの必要性につ

いても「とても感じる」と「感じる」が合わせて 100％

であった。会場での活発な意見交換を行うことがで

き、有意義なものとなった（別添資料）。 

 

Ｄ．考察 

 一連の調査において、調査対象が利用者自身や補

装具製作事業者、また更生相談所であっても、補装

具フォローアップの必要性に関する異論はまったく

なかった。現時点においても、特定の機関や個人に

依存したフォローアップは各地で実施されているが、

地域全体として取り組む仕組みとなっているとは言

い難い。具体的な形式は各自治体、地域で異なって

くるであろうが、今後補装具のフォローアップを有

効性のあるシステムとして確立するための中核とな

る役割は更生相談所が果たすべきであろうというの

が本研究班の結論である。 

令和 2から 3年度に実施した「補装具費支給制度

等における適切なフォローアップ等のための研究

（20GC1012）」と今回の研究をまとめて、治療用装

具から補装具に関するフォローアップの目指す姿を

まとめた図を下に示す。全体像としては、①利用者

自身が、補装具の適切な利用方法を理解し、適切な

利用を行うための取り組みと、②各関係機関が実施

するフォローアップの取り組みが提示されている。 

以下、本図を参照しながら補装具利用者への効果

的なフォローアップのために目指す姿を述べる。こ

れらの中には、すでに現時点において各地で実施さ

れている方策も含まれている。 

 

まず、補装具の判定から完成・引き渡し、その後

のフォローアップについて考える。 

補装具を判定する機関や場所は限定されるが、更

生相談所での直接判定の量的・質的向上や書類判定

を行うことができる拠点医療機関の整備、オンライ

ン判定の可能性の検討等が対策として考えられる。 

いったん補装具としての対応がなされた場合、そ

の後の相談先は明確となるが、相談のタイミングや

判断の問題がある。解決に向けた具体的な方策を以

下に示す。 

⚫ 更生相談所や医療機関、補装具製作事業者から、

補装具の完成・引き渡し時に、使用中の不具合
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を見つけるポイントやタイミングが書かれたチ

ラシや補装具手帳を配布する。補装具製作事業

者が補装具の取り扱いや注意点等を対面で説明

することが修理等の相談につながる割合を高め

るという研究結果がある。いずれの機関におい

ても、相談しやすい関係を構築することは重要

である。 

⚫ 自治体の申請窓口において、前記で示したよう

なチラシ等を配布する。 

⚫ 更生相談所や補装具製作事業者等から、利用者

自身が自分の補装具をチェックすることを促す

連絡を入れる。方法としてははがきや電話、メ

ール等が実施されていた。しかし、人手や費用

の面から継続的な実施は困難とする機関も多か

った。 

⚫ スマートフォン向けアプリケーションによるプ

ッシュ機能を活用する。一定の間隔で利用者自

身のチェックを促し、必要に応じて登録された

機関に相談する仕組みも有用と考えられ、現在

開発中である。 

⚫ 地域機関の職員による日常的なチェックを実施

する。例えば介護保険サービスを利用されてい

る方であれば、訪問リハビリテーションや通所

介護の利用の際に、職員が随時チェックをする

ことは有用である。 

 

次に、治療用装具から補装具への移行の問題を考

える。例えば脳損傷に対する代表的な補装具である

下肢装具は、初めは治療用として医療保険制度で処

方されることが多い。その後身体障害者手帳を取得

し、必要に応じて障害者総合支援法による補装具の

支給を受けることになるが、この医療から福祉制度

への移行が円滑に行われない点に問題がある。解決

に向けた具体的な方策を以下に示す。 

⚫ 回復期リハビリテーション病棟等において医療

保険制度での作製時に修理や新規作製に関する

情報提供を書面で実施する。 

⚫ 回復期リハビリテーション病棟で退院後のフォ

ローアップとして外来診療を実施する。機能面

や補装具に関する定期的なチェックを実施する。

現在の診療報酬体系ではそれが困難な場合、近

隣の医療機関や更生相談所、補装具製作事業者

等を明確に示しておくことが必要である。 

 

図の最下段に示したのはフォローアップの基盤と

なる取り組みである。本研究を通して、医師を含め

たリハビリテーション専門職であっても下肢装具等

の知識や利用の経験が乏しいこと、さらには補装具

費支給制度の知識も乏しいことがわかった。まして

や、リハビリテーション専門職出身ではない介護支

援専門員や利用者自身の知識が乏しいことは言うま

でもない。 

これらの改善のためには、専門職の教育場面や卒

後研修等における補装具に関する教育機会の増加、

利用者を含む関係者が補装具の必要性や重要性を知

る機会の増加等が必要である。また、先にも述べた

ことであるが、補装具判定の観点では更生相談所の

直接判定だけでなく、拠点医療機関での判定の委託

やオンラインでの判定等の体制の検討も有用と考え

る。今回スマートフォンのアプリケーション開発の

可能性についても研究協力を行ったが、こうしたICT

関連企業の開発も補装具管理のために有用である。 

 

補装具のフォローアップとは補装具自体の損耗、

不具合だけをみるのではなく、支給された補装具に

よって、利用者の生活スタイルの変化、活動性の向

上が得られたかを確認していく働きかけでもあるこ

とを改めて強調したい。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では補装具のフォローアップに関する実態

調査と、課題解決のための具体的な方策をまとめる

ことができた。補装具のフォローアップのシステム

は各地域の規模や資源の有無等により異なってくる

ことはやむを得ないが、そうしたシステムを確立す

ることの必要性と仕組みづくりを率先して行う実行

性を更生相談所には期待したい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 
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